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法人単位 （単位：百万円）

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

前年度繰越金 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 1,370 1,370 （２） ― 1,370 1,370 （２）

運営費交付金 1,553 1,607 54 13,213 13,213 ― ― ― ― 844 847 3 998 998 ― ― ― ― 3,200 2,124 △ 1,076 （３） 19,808 18,788 △ 1,019

受託収入 ― ― ― ― ― ― 16,080 15,643 △ 437 203 189 △ 14 1,079 1,024 △ 55 1,088 985 △ 103 1,422 1,854 432 （４） 19,872 19,696 △ 176

補助金等収入 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 70 72 2 70 72 2

事業収入 ― ― ― 9,738 9,998 260 ― ― ― 1 1 0 225 222 △ 2 ― ― ― ― ― ― 9,963 10,221 258

事業外収入 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 91 105 14 （５） 91 105 14 （５）

計 1,553 1,607 54 22,951 23,211 260 16,080 15,643 △ 437 1,047 1,036 △ 11 2,301 2,244 △ 57 1,088 985 △ 103 4,783 5,526 743 49,804 50,253 450

事業経費 606 520 △ 85 （１） 20,502 20,674 171 14,896 14,978 82 510 586 75 （１） 51 48 △ 2 1,013 907 △ 106 （１） ― ― ― 37,578 37,714 135

一般管理費 （注１） ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 2,623 2,168 △ 455 （６） 2,623 2,168 △ 455 （６）

人件費 947 941 △ 7 2,448 2,497 49 1,184 1,147 △ 37 537 546 9 2,251 2,189 △ 62 75 75 ― 2,161 1,948 △ 213 9,603 9,343 △ 260

計 1,553 1,461 △ 92 22,951 23,171 220 16,080 16,125 45 1,047 1,132 84 2,301 2,237 △ 64 1,088 982 △ 106 4,783 4,116 △ 667 49,804 49,224 △ 579

（注１） 損益計算書との相違の概要

　　・ 決算報告書の一般管理費は、損益計算書の一般管理費のうち情報システム等整備経費について、事業経費として各業務に配分して計上しているため、損益計算書の一般管理費とは合致しない。

（注２） 予算と決算の差額の説明

（１） 事業経費の予算額と決算額の差は、当年度中に執行状況を踏まえて予算配分を見直したことによる。

（２） 前年度繰越金の内訳は、運営費交付金の繰越分１，０１９百万円及び政府出資金３５１百万円である。

（３） 運営費交付金の予算額と決算額の差は、運営費交付金の繰越分１，０１９百万円との差額である。

（４） 受託収入の予算額と決算額の差は、当年度中に執行状況を踏まえて予算配分を見直したことによる。

（５） 事業外収入の予算額と決算額の差は、雑益が増加したことによる。

（６） 一般管理費の予算額と決算額の差は、調達の内容及び方法の工夫により経費削減に努めたことなどによる。

区分

情報提供業務 民事法律扶助業務 国選弁護等関連業務 犯罪被害者支援業務 司法過疎対策業務 受託業務
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一般勘定 （単位：百万円）

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

前年度繰越金 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 1,370 1,370 （２） ― 1,370 1,370 （２）

運営費交付金 1,553 1,607 54 13,213 13,213 ― 844 847 3 998 998 ― ― ― ― 3,200 2,124 △ 1,076 （３） 19,808 18,788 △ 1,019

受託収入 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 1,088 985 △ 103 ― ― ― 1,088 985 △ 103

補助金等収入 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 70 72 2 70 72 2

事業収入 ― ― ― 9,738 9,998 260 1 1 0 225 222 △ 2 ― ― ― ― ― ― 9,963 10,221 258

事業外収入 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 91 96 5 91 96 5

計 1,553 1,607 54 22,951 23,211 260 845 847 3 1,223 1,220 △ 2 1,088 985 △ 103 3,361 3,663 301 31,020 31,533 514

事業経費 606 520 △ 85 （１） 20,502 20,674 171 319 403 84 （１） 6 8 1 （１） 1,013 907 △ 106 （１） ― ― ― 22,447 22,512 65

一般管理費 （注１） ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 1,885 1,605 △ 280 （４） 1,885 1,605 △ 280 （４）

人件費 947 941 △ 7 2,448 2,497 49 525 535 9 1,216 1,109 △ 107 75 75 ― 1,476 1,332 △ 144 6,688 6,488 △ 199

計 1,553 1,461 △ 92 22,951 23,171 220 845 938 93 1,223 1,116 △ 106 1,088 982 △ 106 3,361 2,937 △ 424 31,020 30,606 △ 414

（注１） 損益計算書との相違の概要

　　・ 決算報告書の一般管理費は、損益計算書の一般管理費のうち情報システム等整備経費について、事業経費として各業務に配分して計上しているため、損益計算書の一般管理費とは合致しない。

（注２） 予算と決算の差額の説明

（１） 事業経費の予算額と決算額の差は、当年度中に執行状況を踏まえて予算配分を見直したことによる。

（２） 前年度繰越金の内訳は、運営費交付金の繰越分１，０１９百万円及び政府出資金３５１百万円である。

（３） 運営費交付金の予算額と決算額の差は、運営費交付金の繰越分１，０１９百万円との差額である。

（４） 一般管理費の予算額と決算額の差は、調達の内容及び方法の工夫により経費削減に努めたことなどによる。
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国選弁護人確保業務等勘定 （単位：百万円）

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

受託収入 16,080 15,643 △ 437 203 189 △ 14 1,079 1,024 △ 55 1,422 1,854 432 （１） 18,784 18,711 △ 73

事業外収入 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 9 9 （２） ― 9 9 （２）

計 16,080 15,643 △ 437 203 189 △ 14 1,079 1,024 △ 55 1,422 1,864 441 18,784 18,720 △ 64

事業経費 14,896 14,978 82 191 182 △ 9 44 41 △ 3 ― ― ― 15,132 15,201 70

一般管理費 （注１） ― ― ― ― ― ― ― ― ― 737 563 △ 175 （３） 737 563 △ 175 （３）

人件費 1,184 1,147 △ 37 12 12 △ 0 1,034 1,080 46 685 616 △ 69 （４） 2,915 2,855 △ 60

計 16,080 16,125 45 203 194 △ 9 1,079 1,121 42 1,422 1,179 △ 244 18,784 18,619 △ 165

（注１） 損益計算書との相違の概要

（注２） 予算と決算の差額の説明

（１） 受託収入の予算額と決算額の差は、当年度中に執行状況を踏まえて予算配分を見直したことによる。

（２） 事業外収入の予算額と決算額の差は、共通勘定の収入を配賦したことによる。

（３） 一般管理費の予算額と決算額の差は、調達の内容及び方法の工夫により経費削減に努めたことなどによる。

（４） 人件費の予算額と決算額の差は、当年度中に執行状況を踏まえて予算配分を見直したことによる。

　　・ 決算報告書の一般管理費は、損益計算書の一般管理費のうち情報システム等整備経費について、事業経費として各業務に配分して計上しているため、

　　　損益計算書の一般管理費とは合致しない。
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